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CH INA

外資系企業でも増える「工会」
日本企業はどう付き合うのが得策か

中国では外資系企業にも工会（労働組合）を設立するキャンペーンが

大々的に行われている。2008年3月、数十万人の従業員を擁する世界

最大の電子部品受託生産企業、台湾系の鴻海精密工業（Foxconn）が初めて工

会を設立というニュースが中国の人事・労務関係者の大きな話題となった。同

社は「工会を作らない」と公言、中国政府と長年やり合ってきた頑固な企業だ

ったからである。

　Foxconnの「陥落」に象徴されるように、外資系企業の工会結成率は年々高

まっており、運動のモデル地区ともいうべき広東省深圳では、外資系企業の工

会組織率は2008年7月時点で80.3％に達したと地区総工会は発表している。

日系企業でも企業内に工会を設立することは、ほぼ不可避の状況になりつつあ

る。工会は日本では労働組合と訳されることも多いが、実は資本主義国の労働

組合とは、かなり趣が違う。工会の総元締めである中華全国総工会は1925年

の設立。中国の革命は、単純化していえば、共産党は農村部で闘い、都市部で

は総工会が闘った。いわば中華全国総工会は中国共産党の古い盟友であり、決

して共産党の手下ではない。今でも中国社会では独自の地位と権威を保ってい

る。そんなことで、革命前は「資本家 vs.労働者」という図式はわかりやすか

ったのだが、社会主義国になって資本家が消えてしまうと、工会の位置付けは

曖昧になった。一党独裁体制を翼賛するしかない。その構図は現在も基本的に

は同じで、党の基本路線が外資の積極導入、事実上の市場経済化にあるのだか

ら、当然その政策を支持している。そうした政策に沿って合法的に進出してき

た外資の経営にも積極的に参与し、企業の発展に貢献することが任務になって

いる。中国の企業は総人件費の2％を工会費として負担する義務がある。成員

である労働者の負担はない。この点を見ても、労働組合との違いは明確だ。労

働者の権利保護や労働環境改善は工会の任務の1つだから、従業員の代わりに

経営側と交渉することはあるが、工会が主体でストを打つようなことはない。

むしろ工会があれば「山猫スト」みたいな事態が起きにくく、経営者にとって

はやりやすい面が大きい。「翼賛組合」がデフォルトである中国では、工会を

恐れる理由はほとんどない。日本企業にはむしろ、長期的視野で積極的に工会

とコミュニケーションを図り、経営にとって有効な工会を育てるほうが得策だ。
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古い因習にとらわれた米国企業の人事部
その行く末はどうなる？

々の最新の研究によると、ここ10年以上、米国の人事部は驚くほど変

わっていない」と南カリフォルニア大学のエドワード・ローラー教授は

語る。同教授の研究とは米国の大手企業の人事部を詳細に調査したもので、初

回が1995年、その後3年ごとに実施され、最新のデータは2007年のものだ。

 「より戦略的、かつビジネス・パートナー的な色合いが濃くなってきたと人事

部は話しているが、彼らは管理と法令順守という古い因習にとらわれているよ

うに思えてならない」とローラー教授。人材の重要性について多くの議論が重

ねられ、いくつかの企業では人事部がより戦略的な役割を担っていることも事

実である。しかし、より重要なプレイヤーになりうる機会が多く存在するのに

もかかわらず、人事部はあまりに旧態依然としている。

　なぜ、とらわれているのだろうか？ もしかしたら人事部にはより戦略的な

役割を果たすためのスキルや経験がないからかもしれない、とローラー教授は

疑う。米国では、人事部は極めて隔離された状態にあり、そこで働く者はキャ

リアのすべてをその部署で過ごすことが多い。このため、企業内でより大きな

役割を担うための知識や信頼の獲得が難しいのではないか。ローラー教授はま

た、多くのマネジャーが人事部の従来の役割に満足してしまっていると強張す

る。なぜなら人事部の役割が変われば、マネジャーがやりたくないことまで押

し付けられる可能性があるからだ。「調査のたびに、『人事部を戦略的なパート

ナーにしようとする力は強まっており、人事部がより大きな役割を担う姿をこ

れから見るだろう』と人事部の今後について我々は予測を立てる。しかし、こ

のような予測の繰り返しにもうんざりしている」とローラー教授は言う。

　人的資源を一層重視とする流れに米国企業がどう対応すべきかについて、ロ

ーラー教授は1つの興味深い可能性を指摘する。大学やコンサルティング会社

のようなすでに人的資源に大きく依存する組織でさえ、多くの場合人事部は管

理業務を行う機能にとどまっており、経営陣が人事戦略の責任を担っている。

この種の組織でも、人事部はエキスパートや信頼されたアドバイザー役に進化

していない。誰かが人的資源を管理すべきだとしても、従来型人事部の従来型

人事マネジャーはその役割を担うにはあまりにも進歩がない。それを見ると、

おそらく多くの米国企業で、今後彼らはただ無視されるだけだろう。
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